
第三期障害福祉計画 

 

１ 入所施設から地域生活への移行 

 ⑴ 第二期障害福祉計画における数値目標 

   目標→４３名（累計）（平成２２年度実績→５６名） 

 ⑵ 設定方法 

   平成１７年１０月１日現在の施設入所者（４３０名）のうち、平成２３年度末まで

に、１割（４３名）が、施設を退所し、グループホーム・ケアホーム、福祉ホーム、

公営・民間住宅等の一般住宅、家庭復帰を含む地域での生活へ移行する。 

 ⑶ 第三期障害福祉計画の考え方（国） 

   平成１７年１０月１日現在の施設入所者（４３０名）のうち、平成２６年度末まで

に、３割（１２９名）が、施設を退所し、グループホーム・ケアホーム、福祉ホーム、

公営・民間住宅等の一般住宅、家庭復帰を含む地域での生活へ移行する。 

 

２ 退院可能精神障害者の地域生活への移行 

 ⑴ 第二期障害福祉計画における数値目標 

   目標→１３９名（累計） （区把握による実績 平成２１年度実績→１０２名） 

 ⑵ 設定方法 

   受け入れ条件が整えば退院可能な精神障害者の暫定的な対象者（２７８名）のうち、

平成２３年度末までに５割（１３９名）が地域生活に移行する。 

   ※１３９名については、区把握数と都推計数の合算数である。 

 ⑶ 第三期障害福祉計画の考え方（国） 

   未定 

 

３ 福祉施設から一般就労への移行目標 

 ⑴ 第二期障害福祉計画における数値目標 

   目標→９０名（単年度） （平成２２年度実績→８６名） 

 ⑵ 設定方法 

   平成２３年度末における練馬区就労促進協会や法定施設、小規模作業所等からの就

労者数を全て合わせた実績を平成１７年度実績（３０名）と比べて３倍（９０名）と

する。 

 ⑶ 第三期障害福祉計画の考え方（国） 

   福祉施設の利用者のうち、就労移行支援事業等を通じての就労者数を平成１７年度

実績と比べて４倍以上とする。 

  ※平成１７年度実績（単年度）→１１名 平成２２年度実績（単年度）→３４名 

 

 



４ サービス供給見込み量について 

  障害福祉サービス（居宅系・居住系・日中活動系・相談支援）および地域生活支援事

業（コミュニケーション支援・日常生活用具等給付・移動支援等）については、実績等

を踏まえて設定する。 

 

 ⑴ 障害福祉サービス（平成２２年度） 

 サービス名 22 年度目標 22 年度実績 進捗状況

 居宅介護 人/月 ６６０ ７１３ ○ 

時間/月 １５，１８０ １５，７９２ ○ 

 重度訪問介護 

 

人/月 １０５ ９９ △ 

時間/月 ３５，７００ ３５，８１６ ○ 

 行動援護 

 

人/月 ２ １ △ 

時間/月 ６０ ２６ × 

 重度障害者等包括支援 

 

人/月 ２ ― × 

時間/月 ８６８ ― × 

 短期入所 

 

人/月 １１４ １１６ ○ 

時間/月 ９３５ １，０２９ ○ 

 児童デイサービス 

 

人/月 １２０ ４８２ ○ 

時間/月 ７２０ ２，６７８ ○ 

 施設入所支援 人/月 ２００ ２３９ ○ 

 共同生活介護 人/月 １１５ １２４ ○ 

 共同生活援助 人/月 １４０ １４４ ○ 

 療養介護 人/月 ７ ４ △ 

 生活介護 人/月 ４５０ ６４７ ○ 

 自立訓練（機能訓練） 人/月 ４ ４ ○ 

 自立訓練（生活訓練） 人/月 ２４ ２４ ○ 

 就労移行支援 人/月 １１５ １２４ ○ 

 就労継続支援Ａ型 人/月 ３０ ５２ ○ 

 就労継続支援Ｂ型 人/月 ６４０ ７１０ ○ 

 相談支援（サービス利用計画）人/月 ６ ２ × 

 

 ※「進捗状況」のうち、達成率１００％以上を「○」、５０％以上１００％未満を「△」、

５０％未満を「×」で表した。 

 

 

 



 ⑵ 地域生活支援事業（平成２２年度） 

 サービス名 22 年度目標 22 年度実績 進捗状況

相談支援事業 

 障害者相談支援事業 設置数 ４ ４ ○ 

 地域自立支援協議会 設置数 １ １ ○ 

 市町村相談支援機能強化事業 ― 実施 実施 ○ 

 住宅入居等支援事業 ― 実施 ― × 

 成年後見制度利用支援事業 ― 実施 実施 ○ 

コミュニケーション支援事業 

 手話通訳者派遣事業 件数/年 ２，８００ ２，４０７ △ 

 要約筆記者派遣事業 件数/年 １３０ ３２５ ○ 

日常生活用具等給付事業 

 介護・訓練支援用具 件数/年 ６４ ５７ △ 

 自立生活支援用具 件数/年 １５５ １５０ △ 

 在宅療養等支援用具 件数/年 ８４ ７０ △ 

 情報・意思疎通支援用具 件数/年 ２１５ １６１ △ 

 排泄管理支援用具 件数/年 ４，２００ １０，５８８ ○ 

 居宅生活動作補助用具 

（住宅改修費） 

件数/年 ５０ ２３ × 

 緊急通報システム 件数/年 ３０ １７ △ 

 火災安全システム 件数/年 ２ ６ ○ 

移動支援事業 

 

人/月 ６１０ ７８５ ○ 

時間/月 １３，４２０ １６，９３１ ○ 

地域活動支援センター機能強化事業 

 地域活動支援センターⅠ型 設置数 ４ ４ ○ 

 地域活動支援センターⅡ型 設置数 １ １ ○ 

人/月 ３２ ２８ △ 

 地域活動支援センターⅢ型 設置数 ０ ０ ○ 

人/月 ０ ０ ○ 

 

５ その他 

  障害者自立支援法改正に伴い、第３期障害福祉計画の作成にあたっては、自立支援協

議会の意見を聴くよう努めることが望ましい。（平成 23 年６月 30 日（木）障害保健

福祉関係主管課長会議資料より）とある。よって、第３期障害福祉計画（素案）作成後、

自立支援協議会にて、意見を伺う予定である。 


